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1.は じめ に

現在 の 日本 にお いて、母子世帯が増加傾 向 にある とと

もに、深刻 な貧 困状態 におかれている。母子 世帯 の実態

を5年 ご とに調査 してい る 「全国母子 世帯等調査」 によ

れば、母子世帯総 数 は1998年 の95万 世帯 か ら2003年

の123万 世帯へ と、28万 世帯増加 した(増 加率約29%)。

また、OECD(経 済協力 開発機構)が2006年7月 に発

表 した 「対 日経済審査報告書」(OECD、2006)に よれば、

母子 世帯の貧 困率(注1)(2000年)は58%と 、OECD

平均 の21%を は るか に上回 って いた。 この 日本 の母子

世 帯 の貧 困の特 徴 は他 のOECD諸 国 とは著 しく異 なっ

ている。す なわ ち、 日本の母子世帯 は きわめて就業率が

高 い に もか かわ らず、OECD 26か 国 中、 日本 と トル コ

のみ、就業 してい る母子世帯 の貧 困率が就業 してい ない

母子 世帯の貧 困率 よ りも高 い(前 掲書、Figure 4.6.)。

つ まり、一般 に就業する ことが貧 困を回避す る手段 にな

り得 るはずであ るの に、 日本 では必ず しもそうで はない

ので ある。

この ように、母子世帯 は独力で仕事 と子 育て をする中

で、 きわめて貧 困 に陥る リス クが高い。そ う した苦 しい

生活の中で、母子 世帯 は、後述す るように、他 の子育 て

世帯 と比べて住居 費が とくに重い負担 となっている現実

が ある。母子世 帯 にとって、仕事 と子育ての両立 を無理

な く可能 とす るために、職場や、子 どもの保 育園 ・学校 ・

学童 などに近い便利 な場所 にあ り、かつ、生活 費 を圧迫

しない程 度の住居 費負担 で済 む住宅の確保 が、喫 緊の課

題であ るとい える。以下、母子世帯の住 宅の現状 につい

て、い くつかのデー タを用い て検討 した うえで、住宅政

策 に関す る課題 について言及す る。

2.母 子 世 帯 の 住 宅 の 現 状

2-1母 子世帯の住 宅の形態

まず、母子 世帯の住居 の形態 をみ てい く。2000年 の「国

勢調査 」か ら、母子世帯の住居形態 を 「全体 」 と 「夫婦

と子 どもか ら成る世帯」 とで比較 したのが図1で ある。

母子世 帯 の住居 の形 態 は、持 ち家 が22.4%と 、全体、

及び、夫婦 と子 どもか ら成 る世帯 と比べ て、その割合が

極めて低 く、7割 以上が借 家 に居住 している。借家 のな

かで も民営 の借 家が44.3%で あ り、 また、公営 の借 家

が23.9%と 約4分 の1を 占めてい るこ とが特徴 的で あ

る。そ して、企業福 祉 と して提供 される社宅等 の給与住

宅の割 合 は1.0%で あ り、夫婦 と子 どもか ら成 る世帯 の

5.1%と 比べ て低 い。全体 で はご く少数 の 「間借 り」 と

い う形態 も、母子世帯の場合5.4%存 在 してい る。

資料 出所:総 務省統計局 「2000年 国勢調査 」 よ り筆者作成

図1母 子世帯 と夫婦 と子世帯 の住宅の形態

ただ し、母子 世帯 として単純 にひ とま とめ に して判断

す ることはで きない。母子世帯 となる経路は、夫 との死

別、離別、未婚 の三つ に分け られる。現在 、離別が80%
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を占め、次 いで死別12%、 未婚 が6%と なっている(「2003

年全国母子世帯等調査」)。そ して、同調査 に よれば、死

別母子 世 帯 と離婚 ・未婚 を合 わせ た生 別母子 世 帯 とで

は、持 ち家の割合 に大 きな違いが見 られる。すなわ ち、

死 別母 子世 帯 は持 ち家 の割合 が57。5%と 過 半数 を占め

てい るの に対 し、生別母子 世帯 は15.6%と 低 く、民 間

の借家 や公 営住宅 へ の居住 割合 が高 くな る(図2)。 こ

れは、死 別母子世帯の場合は母子世帯 になる前 に居住 す

る持 ち家 を継承 して住 み続 ける一方 で、離別母子世帯 の

場合 は、離婚前の住居 が持 ち家 であった として もそれ を

継承せ ず、離婚 に伴 い転居 する傾 向にあるためで ある と

推察 で きる。た とえば、葛西 リサが実施 した母子 世帯240

世帯へ の調査 によれば、母子 世帯 になったこ とを機 に転

居 した割 合は、死別母子世帯が43.2%で あるのに対 し、

資 料出所:厚 生労働 省雇用 均等 ・児童家庭局 「2003年 度 全国母子 世

帯等 調査 結果報告」 よ り筆者作成

図2 母子世帯に なった理由別住宅 の形態

生別 母子世帯 で は79。6%の 高い割 合 であった ことが 明

らかにされてい る(葛 西2006)。

2-2母 子世帯 の住宅 の形態

次 に、母子 世帯 の住宅 の広 さにつ いてみてい こう。母

子 世帯の住宅 の広 さを住宅 の形態別 に、一般世帯 との比

較 を した ものが表1で ある。一人当 た りの延べ面積 をみ

ると、一般世帯 、母子世帯 ともに面積が広いのが持 ち家

で、社 宅な どの給与住宅が それ に続 き、最 も狭 いのは、

公団 ・公社 の借家 となって いる。一入当 た り延べ面積 に

ついて、一般世帯 を100と した ときの母子世帯 の面積で

み ると、いず れの住宅の形態 において も、母子世帯の住

宅は一般 と比べ て狭 いことがわか る。 と くに、民営の借

家の場 合にお いて狭 く、一般世帯の8割 の広 さしかない。

母子世帯 は持 ち家や給与住 宅 とい った どの住居形態で も

面積が狭 く、広 い面積の住 宅の割合が低 く、民営、公営

の借家 といった、広 さの点で条件 の悪 い住宅 に集 中す る

傾 向が ある。そのため、総 じて一般世帯 の7割 弱の広 さ

しか確保で きていない。

2-3母 子世帯の消費支出に占める家賃

さらに、母子世帯 の家計 か ら住 宅支 出費の傾向 をみて

みる。2004年 の 「全 国消 費実態調査 」か ら、勤労母子

世帯(こ こでは、勤労者 の母 と18歳 未満の未婚 の子 の

いる世帯)と 片稼 ぎ夫婦 と子世帯(夫 婦 と未婚の子 のみ

の世帯で世帯 主のみが勤労者 の世帯)の1ヶ 月の収 入 と

支出 を比較 したのが表2で ある。勤労収入 と社会保 障給

付等 を加 えた実収 入 をみ る と、母子 世帯21.8万 円、片

稼 ぎ夫 婦 と子 世帯44.9万 円 と、前 者 は後 者 のお よそ

表1 母子世帯 と一般世帯 の住宅の形態別面積

資料 出所:総 務省統計局 「2000年 国勢調査)よ り筆者作 成
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50%の きわめて低 い水 準であ る。一方、消 費支 出はそれ

ぞれ19.1万 円、31.2万 円 と、母子 世帯は片稼 ぎ夫婦 と

子世 帯 の60%程 度 の水 準 となって いる。そ して、可処

分所得 に対す る消費支出の割合 を示 した消 費性 向は、母

子世帯で ほぼ100%と なっている。

次 に、勤労母子世帯 と片稼 ぎ夫婦 世帯 の消費支 出の項

目を示 したのが表3で あ る。 これ によれば、母子世帯 は

片稼 ぎ夫婦世帯 に比べ、基礎的支出であ る食料 、住居、

光熱 ・水道 費の比重が高 く、保健 医療、交通 ・通信 、教

育、教養 ・娯楽 、その他 の消費支出 などの周辺 的支出の

比重が低 くなっている。 とりわけ、住居のための支出が

全体 に 占める割合 は、!3.4%と 食料 に次 いで高 い。片

稼 ぎ世帯で は、食料 の割合が高 いのは母子世帯 と同様 で

あるが、2番 目に比 重が高 い のは交通 ・通信 の14。8%

であ り、住 居 のための支 出は6.8%と 母子世帯 の2分 の

1の 割合 であ る。母子 世帯 は、持 ち家割合 が低 いだけで

な く、収入 自体 が低 い。少 ない収入で賃貸住宅 に居住 し

てい るため に、母子世帯 の住居支 出の比重が他の世帯 よ

りも高 くなるとい える。

表2 母子世帯 と片稼 ぎ夫婦世帯 の1ヶ 月の収入 と支出

資料出所:総 務省統計局 「2004年全国消費実態調査」より筆者作成

3.母 子 世 帯 へ の住 宅保 障

上でみてきたように、母子世帯の住宅状況は他の世帯

と比べて、持ち家率が低 く、住居面積が狭 く、消費支出

に占める家賃負担が重いなど、厳 しいものとなっている。

では、こうした母子世帯の住宅問題に対 して、 どのよう

な政策的支援が提供されているのだろうか。

3-1住 宅費の保 障

母子世帯 は、収入 が低 く、かつ、消費性向が100%近

い ことか ら、一般 の持 ち家支援策 は利 用可能性が低 い。

そこで、母子 世帯 向けの制度 としては、住 宅費 を保 障 。

援助す るもの として、母子寡婦福祉法で定め られている

母子寡婦福祉 資金貸付金 のなかに、住宅資金 と転 宅資 金

の貸付 制度がある。前者 は、住宅建設 ・購 入 ・補修等 に

必要 な資金 を最大150万 円 まで借 りるこ とがで きる。後

者 は、賃貸住宅 に入居 す るため に必要 な資 金 を最 大26

万 円 まで借 りる ことがで きる。いずれ も、年3%の 利子

がつ き、前者 は6年 以内、後者 は3年 以内 に返済 しなけ

ればな らない。 ただ し、 この制度 の利用実績 は芳 しくな

い(表4)。2003年 度 の住 宅資金利 用者 は78人 、転 宅

資 金利用者 は1540人 であ り、両者 をあわせ て貸付 金制

度利用 者全体 の3%に 満 た ない。そ もそ も、 この貸付 金

制度 の利用者 自体 が少ない。母子世帯123万 世帯 中、5.8

表3 母子世帯 と片稼 ぎ夫婦 世帯 の1ヶ 月間の消費支出

資料 出所:総 務省 統計 局 「2004年 全国消費実態調査」

より筆者作成
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表4 母 子福祉 資金貸付状況(2003年 度)

資料 出所:厚 生労働 省雇用均等 ・児童家庭局調べ 、国立社会保 障人口問題研 究所 編 『2005年版社会保障統計年報』

万 人が利用 したので あるか ら、5%に 満た ない利用者数

であ った。

また、直接住 宅費 を保障するのではないが、母子世帯

が住 宅費に充て ることので きる所得保 障 として児童扶養

手 当がある。同手当 は、年収130万 円以下 の場合、満額

の月 額41,720円 、 年 収 が365万 円 の場合 、 最低 額 の

9,850円 、年収 が130万 円か ら365万 円 までの間 にある

場合 は、収入 に応 じて10円 きざみに逓 減 して支給 され

る。手 当受給者 は、2005年 度末 で94万 人で あ り、母子

世帯 の多 くが受給 している。就労 していなが らも貧困率

の高 い 日本 の母子世帯 に とって、児童扶養手当 は非常 に

重要 な現金給付 で あ る。 しか しなが ら、2008年 度 以降

には、手当の受給期 間が5年 を超 える場合、一定率(最

大2分 の1)を 減額 す る とい う手当 の削減が予定 されて

い る。

さ らに、生活 困窮世帯 は生活保護 を利用 す ることが可

能であ り、その なかで家賃等の住居 費が支給 され る(住

宅扶 助)。 生活 保 護 を受 給 してい る母子 世 帯 は14.0%

(2004年)で あ った。 ただ し、生 活保護 の受給資格 のあ

る人の うち、 どれ だけの人が生活保護 を実 際 に受給す る

ことがで きてい るか(捕 捉率)と い う点に関 して、複数

の研 究者 の推計 に よる と、低 くて10%前 後 か ら高 くて

も40%前 後 とされて い る。つ ま り、生活保 護 を受給 で

きる人の過半数 が制度 か ら抜 け落ちているのが現状 であ

る。

3-2住 宅費以外へ の保障

次 に、住宅費 以外 の支援 をみてい こう。 まず、公営住

宅や公団住宅へ の優先 入居 の規定が挙 げ られる。母子世

帯向 けの戸数枠 を設定 した り、当選倍率 を優遇す る とい

う取 り扱 い が行 わ れて いる。 これ らは、公 営住 宅法 で

1951年 か ら、 また、1964年 に成立 した母子寡婦福祉 法

において も明文化 され、現在 に至 ってい る(母 子寡婦福

祉 法令研 究会、2004)。 公 営住宅 に居住す る母子世帯 は、

図1や2で みた よ うに、20%前 後 と、他世帯 よ りも高

い割合 を占めている。 しか しなが ら、公営住宅への入所

ニ ーズ は依然 高 く、それに対 して住宅提供が追いついて

い ない ことが指摘 されてい る(葛 西、前掲書)。

また、母子世帯が利用で きる もの として、住居 の提供

と自立支援 を行 う母子生活支援施設があ る。 これは児童

福 祉法 に定め られ た入所 型の施設 で、2004年 度末段階

で全国287ヶ 所 あ り、定員5,611世 帯 に対 し、4,297世

帯が入所 している(入 所率77%)(注2)。 同施設への入

所理 由 をみる と、約半数が夫等 の暴力 となってお り(注

3)、単 に住宅 に困 ってい るとい う理由での利用 は難 しい。

4.ま と め に か え て

以上 の ように、母子世帯 の住宅 の現状 は、持 ち家率が

きわめて低 く、民 間賃貸住宅 の居住者が多 い。その結果、

住居面積が比較的狭 く、家賃負担 も重 くなる。 また、母

子世帯 の所得の低 さか ら、なおいっそ う、家賃の負 担が

家計 に重 くの しかか っている。 これに対 して、政策的支

援 は十分機能 しているだろ うか。住宅費 にあて ることが

可能 な貸付 金や所得保 障制度、公営住宅へ の入居優 遇措

置や、入所施設 があるが、対象者が きわめて限定 されて

い た り、 また、児童扶養手 当のよ うに削減 され る予定 の

もの もあ る。総 じて、母子世帯の住宅問題への政策 的支

援 は、手薄であるのが現状で ある。

注

1こ こでいう貧困率とは、全世帯の可処分所得(収 入から税や社会

保険料を引いたもの)の 中央値(全 世帯の所得を順に並べたときの中

間にあたる所得)の50%未 満の世帯の割合のこと。

2厚 生労働省 「2004年度福祉行政報告例)

3厚 生労働省 「平成17年 度 母子家庭の母の就業支援施策の実施状

況」
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